
企画提案書作成にあたっての条件、留意事項等
１　企画提案事業の内容について
（1） 他都道府県で同様の公募を実施した際、「委託事業」と「補助金・助成金」を混同した企画提案が見受けられるようです。公費で実施される「県の委託事業」として適した提案をお願いします。

　　　　委託事業：県が本来行うべき事業を外部に依頼し実施を任せることで、その責任は県が負い、またその成果は県に帰属します。
（2） 次年度以降の予算措置を必要とする事業は提案できません。
（3） 国や県、市町村及びそれらの外郭団体、または企業等から委託や助成を受けている（予定も含む）事業は提案できません。
２　契約期間・事業実施期間について
　　契約期間は、契約日から平成２０年１月３１日（土）までとしますが、ワークショップの開催は、平成２０年１２月末までに開催するように計画してください。その後、事業の実施後３０日以内または契約期間終了日のいずれか早い期日までに事業報告書を作成し、県に提出してください。
３　事業費積算について
　　委託金額の範囲内で適正に事業が実施できるよう、厳密な積算をお願いいたします。委託金額の上限は、６００，０００円（消費税を含む）です。

４　仕様書について
　　企画提案書公募の段階で、県は仕様書を提示しません。採用された企画提案をもとに、委託先と県との合意の上、契約締結までに仕様書を作成します。

５　共同事業体について

共同事業体で企画提案を行う場合は、企画提案書とは別に関係書類を提出していただきますので、事前にお申し出ください。
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